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社員の割合が 50％以上の企業では、登用制度がある割合は 43.6％であり、過去 3 年間に登
用実績のある企業は 84.6％になる。 
 















20％未満 44 45.5 45.5 22.7 54.5
20％以上50％未満 30 56.7 30.0 36.7 53.3























































図表５  アダムスによる分配的衡平性の原理 
自分の結果/自分の投入  >, =, <  他人の結果/他人の投入 





























わってくることである。具体的には、以下の 4 点にかかわる判断である。 
 










                                                  





























































平均 100 とした指数で測り、それとその企業で働く従業員が過去 3 年間に上司、組合、人
事などに対して処遇に関する苦情を申し立てた割合との関係を調べた結果、図表６のよう
なパターンが得られたのである。サンプル全体のパターンを示す結果（実線）をみると、
























































































































































図表７  過程の公正性を確立する要素 
概念  過程の公正性を確立する施策（例） 
情報開示  ①分配基準の設立・公開 
②分配決定結果の公開 
分配決定プロセスでのボイス  ③決定段階への説明・情報提供 
④結果に関する不満や苦情の申し立ての機会 





















図表８  過程の公正性に関わる施策の導入状況 






目標管理制度  60.7% 72.8% 44.0% 
評価結果への本人への開示  49.2% 63.2% 29.8%  
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考課者訓練  41.9% 50.9% 29.4% 
評価に関する苦情処理制度  11.1% 16.1% 4.1% 







目標管理を除けば、6 割以下である。苦情処理制度については、ここでも 16％と低い。 
さらに、多くの企業で成果主義の導入に伴って導入される施策の“3 点セット”とでも呼
















従業員が労使の情報共有の蚊帳の外に置かれる傾向がみられる。 例えば、 日本経団連 （2006）
によれば、 有期雇用の従業員を労使協議制の対象に含めている企業は、 全体の約 2％であり、
最も高い実施率を示した企業内コミュニケーション施策である、 「社内報・社内 HP」 でも、
















































苦情処理制度」が 11.5％、 「常設的な労使協議機関」が 66.5％であった。 
  また、 企業の業績変数としては、 過去 5 年間の売上高の変化(1999 年から 2004 年)を、 1999
年を基準とした指数で表した。平均は 19.1%、標準偏差は 43.8％だった。また、従業員の
公正感については、従業員調査から、 「自分の成果や能力に関する評価の公平感」と「評価
結果の賃金・賞与への反映に関する納得感」に関する過去 3 年間（2001 年から 2004 年）
の変化を、 「高まった(=3 点)」 、 「変わらない=(2 点)」 、 「低下した(=1 点)」で聞いた設問を用
いた。過去 3 年間の納得感変化に関する従業員回答の分布は、図１０に示されている。 
 
図表１０  過去3年間の評価およびその賃金などへの反映に関する納得感の変化(N=2,454) 
 
過去 3 年間の変化  高まった  変わらない  低下した 
「自分の成果や能力に関する評価の公平感」  15.2% 62.8.%  22.1% 
「評価結果の賃金・賞与への反映に関する納得感」 12.5% 56.4%  31.1% 
 

























































































































































































注 ： 操作変数は 「企業として過去 3 年間労使コミュニケーションを重視してきたかどうか」 。













たボイスメカニズムにおける発見事実と整合的である （例えば、 Kafuman and Levine, 2000
などを参照） 。 
  それに対して、過去 3 年間の従業員レベルでの納得性の変化に影響を関連する要因とし
ては、予想されたとおり、従業員一人ひとりへの考課結果の公開が大きい関連を示してい
る。評価におけるフィードバックが評価の公平感を高めることはこれまで多くの研究が示
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i  ここでの議論は組織内正義(organizational justice)研究の考え方を基盤としている。組織
内公正について詳しくは、例えば Greenberg and Colquitt (2005)を参照のこと。 
ii  衡平、公平と２つの表記があるが、本稿では原則に言及するときは、衡平を用いる。 
iii  納得感は、 ３つの項目に対する、 過去 3 年間における納得感の変化を質問した。 項目は、
「仕事の成果や能力の評価に関する納得感」 、 「評価の賃金・賞与への反映に対する納得感」 、
「周りの人の評価や書靴緒比べた場合の自分の評価や処遇に関する納得感」の３つであり、
尺度は、３＝高まった、２＝変わらない、１＝低下した、を用い、3 項目に対する回答を平
均した。したがって、得点が高いほど「納得感が高まった」傾向を示す。 